
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業実績・効果検証 （単位：円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

その他
（Ｅ）

一般財源
（Ｆ）

1
物価高騰対応重点支援給付金
【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

給付金（R５年度分の住民税非課税世帯
1086世帯×70千円）のうちR６計画分

健康福祉課 17,332,000 17,332,000 0 17,332,000 0 0 0 R6.2 R6.4
物価高騰の影響を受けている
住民税非課税世帯の負担軽
減が図られた。

2
物価高騰対応重点支援給付金
（給付金・定額減税一体支援枠
分）【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金
令和６年度非課税化世帯　61世帯×100千
円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　41
世帯×100千円、子ども加算　12人×50千
円、定額減税を補足する給付の対象者
2,934人　(68,350千円）
事務費（需用費、役務費、業務委託料）

健康福祉課
税務会計課

78,716,380 78,716,380 0 78,650,000 0 66,380 0 R6.8 R7.3
物価高騰の影響を受けている
低所得世帯の負担軽減が図
られた。

96,048,380 96,048,380 0 95,982,000 0 66,380 0合計

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） 補助対象

外経費
（Ａ）－（Ｂ）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業実施による効果Ｎｏ 事業名 事業内容 事業経費内訳 所管課
総事業費
（Ａ）


